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当連結会計年度における世界経済は、欧州の債務危機を発端に金融市場が動揺し、欧米経済は低調に

推移、中国・東南アジアでも経済成長は鈍化しました。 

 日本経済は、2011年３月に発生した東日本大震災の影響により、年度の前半は、企業の生産販売活動

が低調に推移しましたが、年度の後半には、サプライチェーンをはじめ、状況はゆるやかに改善しまし

た。しかし、歴史的な円高の継続やエネルギー問題等、依然不安材料は多く、日本経済は予断を許さな

い状況が続きました。 

 このような環境のもと、当社グループは、産業構造や市場動向の変化に機動的に対応し、専門性を高

めた提案営業力を強化するため、これまでの地域別組織に変えて業種別に「情報通信事業本部」、「自

動車事業本部」、「電機・電子事業本部」、「住建・住設事業本部」、「産業機器事業本部」の５つの

事業本部からなる組織へと移行しました。また、国内拠点の統廃合による効率化や海外拠点への設備投

資や増資により運営基盤を強化し、国内外の連携を推進、各事業分野へ積極的な増拡販活動を行いまし

た。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①情報通信関連事業 

情報通信関連事業では、携帯電話向けの強化ガラス等の新規受注があった一方、一部ユーザーでの

海外調達シフトによる販売減少があり、全体として売上高は11,295百万円となり、経常利益は285百

万円となりました。 

②自動車関連事業 

自動車関連事業では、駆動系部品等の一部製品において販売の増加があった一方、東日本大震災に

よる需要減少、原材料価格高騰等の影響が大きく、全体として売上高は20,357百万円となり、経常利

益は543百万円となりました。 

③電機・電子関連事業 

電機・電子関連事業では、中国及び東南アジアで空調機器関連部品等の販売の増加があった一方、

日本国内及び北米でのテレビ関連需要減少の影響が大きく、全体として売上高は23,310百万円とな

り、経常利益は649百万円となりました。 

④住建・住設関連事業  

住建・住設関連事業では、太陽光発電関連部品の需要増加、震災復興に伴う住宅設備の需要増加等

により、全体として売上高は14,606百万円となり、経常利益は501百万円となりました。 

⑤産業機器関連事業 

産業機器関連事業では、建設機械の需要が増加したこと等から、各関連部品の売上が増加し、全体

として売上高は8,845百万円となりましたが、経常利益は△24百万円となりました。  

  

この結果、当連結会計年度の売上高は78,644百万円と前期比345百万円の減収となりました。営業利

益は1,552百万円と前期比310百万円の減益、経常利益は1,648百万円と前期比369百万円の減益、当期純

利益は1,127百万円と前期比158百万円の減益となりました。 

  

・次期の見通し 

次期（平成25年３月期）の業績見通しについては、連結売上高86,000百万円、連結営業利益2,700百

万円、連結経常利益2,800百万円、連結当期純利益1,700百万円を見込んでおります。 

  

１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析
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・資産、負債、純資産の状況 

当連結会計年度末の資産合計は、主に営業債権が増加したことにより、前連結会計年度末に比べて

2,526百万円増加の54,503百万円となりました。負債合計は、主に短期借入金が増加したことにより、

前連結会計年度末に比べて1,832百万円増加の20,563百万円となりました。 

 純資産合計は、主に利益剰余金が増加したことにより、前連結会計年度末に比べて693百万円増加の

33,939百万円となりました。 

  

・キャッシュ・フローの状況 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は、46百万円（前連結会計年度は1,694百万円の収入）となりまし

た。これは主に、税金等調整前当期純利益1,771百万円、また税金等調整前当期純利益に含まれる非

資金損益項目の減価償却費1,838百万円（前連結会計年度は1,348百万円）の調整等があったものの、

売上債権が3,471百万円増加した（前連結会計年度は211百万円の増加）こと、及び法人税等の支払い

が972百万円生じた（前連結会計年度は219百万円の支出）ことによるものであります。 
  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、1,677百万円（前連結会計年度は812百万円の支出）となりまし

た。これは主に、金型投資及び事業所の新設等により、有形固定資産の取得による支出が1,178百万

円（前連結会計年度は1,482百万円の支出）、新システム導入等に伴う無形固定資産の取得による支

出が399百万円あった（前連結会計年度は258百万円の支出）ことによるものであります。 
  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は、1,203百万円（前連結会計年度は481百万円の支出）となりまし

た。これは主に、運転資金として短期借入金が1,632百万円増加した（前連結会計年度は64百万円の

収入）ことによるものであります。 
  

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 

（注１）いずれの指標も連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

（注３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている借入金額を対象としております。 

（注５）利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローの利息の支払額を使用しており

ます。 

（注６）平成24年３月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは

算定しておりません。 

  

株主各位への利益配分につきましては、長期的観点に立ち安定的な配当を維持し、財務体質を一層健

全化することを基本としております。また内部留保につきましては、将来の収益力維持向上を図るため

経営体制の効率化・省力化のための投資等に活用し企業体質と企業競争力のさらなる強化に取組んでま

いります。 

（２）財政状態に関する分析

平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期

自己資本比率（％） 62.5 66.8 63.5 62.9 61.3

時価ベースの
自己資本比率（％）

40.3 19.9 25.2 25.2 23.3

債務償還年数（年） 0.4 1.4 2.1 2.3 ―

インタレスト・
カバレッジ・レシオ

113.0 47.5 47.5 38.1 ―

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループは、当社、子会社17社及び関連会社１社で構成され、情報通信関連、自動車関連、電

機・電子関連、住建・住設関連、産業機器関連の各事業に、鋲螺商品及び非鉄金属材料を中心とした生

産材の販売を国内外に広く展開しております。特に、近年は、加工品分野に注力し、業容の拡大を推進

しております。 

また、主要株主の住友電気工業㈱はその他の関係会社(議決権比率35.2％〔うち間接保有0.1％〕)で

あり、当社はそのグループの一員であります。 

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

２．企業集団の状況

関連事業 主要な会社 主要商品及び製品

情報通信 

関連事業

国
内 

 ㈱テクノアソシエ 販売 鋲螺、化成品 

タッチパネル用強化ガラス 

情報端末筐体 

防水ＬＩＭ成型部品 

ヒンジ・飛散防止フィルム 

アルミダイカスト部品

 トーブツテクノ㈱ 製造・加工

海
外

 科友香港

販売 テクノアソシエ・シンガポール

 科友大連

自動車 

関連事業

国
内

 ㈱テクノアソシエ

販売 鋲螺、化成品 

シートベルト部品 

特殊冷間圧造品 

精密ダイカスト品

海
外

 Ｔ・Ａ・アメリカ

 テクノアソシエ・タイ

 科友上海

 科友広州

 日星金属制品
製造・加工

 嘉善科友盛科技

電機・電子 

関連事業

国
内

 ㈱テクノアソシエ

販売

鋲螺、化成品 

金属＋樹脂一体成形品 

樹脂筐体、 

アルミニウム端子

海
外

 科友上海

 科友香港

 Ｔ・Ａ・アメリカ

 Ｍ・Ｐ・Ｍ 製造

住建・住設 

関連事業

国
内

 ㈱テクノアソシエ 販売 鋲螺、化成品、石膏ボード用ビス 

接続箱 

（太陽光発電システム） 

陸屋根式架台 

（太陽光発電システム）

 トーブツテクノ㈱ 製造・加工

海
外

 Ｔ・Ａ・アメリカ
販売

 科友大連

産業機器 

関連事業

国
内

 ㈱テクノアソシエ 販売

鋲螺、化成品 

半導体装置部品 

省力機器 

アクチュエータ部品

 トーブツテクノ㈱
製造・加工

 ㈱舟越製作所

海
外

 Ｔ・Ａ・アメリカ
販売

 科友香港

その他

国
内

 ㈱テクノアソシエ
販売

鋲螺、化成品 

高強度・高耐食ファスナー 

高機能リベット、特殊ファスナー 

吸音断熱材、各種シート加工 

シールド・放熱部品

海
外

 科友台湾

 昆山東訊機電 製造

-4-

㈱テクノアソシエ(8249) 平成24年３月期決算短信



  

 
  

（注）当社子会社は、下記の通り記載しております。
    
テクノアソシエ・シンガポール プライベート・リミテッド ・・・テクノアソシエ・シンガポール

ティー・エー・アメリカ・コーポレーション ・・・Ｔ・Ａ・アメリカ

科友貿易(香港)有限公司 ・・・科友香港

マレーシアン・プレシジョン・マニュファクチュアリング ・・・Ｍ・Ｐ・Ｍ

・センドリアン・ベルハット

テクノアソシエ・デ・メヒコ・エセアデセベ ・・・テクノアソシエ・メキシコ

テクノアソシエ・(タイランド)・カンパニー・リミテッド   ・・・テクノアソシエ・タイ

台湾科友貿易(股)有限公司 ・・・科友台湾

科友貿易(上海)有限公司 ・・・科友上海

昆山東訊機電有限公司 ・・・昆山東訊機電

科友貿易(大連保税区)有限公司 ・・・科友大連

科友貿易(広州)有限公司 ・・・科友広州

テクノアソシエ・チェコ・エス・アール・オー ・・・テクノアソシエ・チェコ

日星金属制品(上海)有限公司 ・・・日星金属制品

嘉善科友盛科技有限公司 ・・・嘉善科友盛科技
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［事業系統図] 

  事業系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

  

 

  【関係会社】                       【海外子会社】 

 

 

 

 

  【国内子会社】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 

 
 
  【国内関連会社】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

トーブツテクノ㈱ 

㈱舟越製作所 

オーアイテック㈱ ※ 

 

 

株 

 

式 

 

会 

 

社 

 

テ 

 

ク 

 

ノ 

 

ア 

 

ソ 

 

シ 

 

エ 

テクノアソシエ・メキシコ 

Ｔ・Ａ・アメリカ 

テクノアソシエ・シンガポール 

科友香港 

科友上海 

テクノアソシエ・タイ 

科友台湾 

科友大連 

科友広州  

テクノアソシエ・チェコ 

（製造･加工会社） 

Ｍ・Ｐ・Ｍ 

日星金属制品 

嘉善科友盛科技 

仕入先 

 （製造・加工会社） 

（物流管理） 

（注） 

※ 持分法を適用していない非連結子会社 

 →  商品の流れ 

（販売会社）
住友電気工業㈱ 

得意先 

（製造会社） 

昆山東訊機電 

 （製造・加工会社） 

大洋産業㈱ 
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平成23年３月期決算短信（平成23年５月12日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないた

め開示を省略しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.technoassocie.co.jp 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針、（２）目標とする経営指標、（３）中長期的な会社の経営戦略、 

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
(1) 連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,365 2,776

受取手形及び売掛金 25,241 28,640

有価証券 28 278

商品及び製品 6,676 6,839

仕掛品 166 162

原材料及び貯蔵品 143 160

繰延税金資産 595 524

その他 842 694

貸倒引当金 △64 △54

流動資産合計 36,996 40,023

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,210 6,204

機械装置及び運搬具（純額） 664 713

工具、器具及び備品（純額） 433 328

土地 4,394 4,316

リース資産（純額） 100 98

建設仮勘定 398 103

有形固定資産合計 12,202 11,765

無形固定資産   

ソフトウエア 925 827

その他 69 57

無形固定資産合計 994 885

投資その他の資産   

投資有価証券 1,069 1,049

長期貸付金 39 114

繰延税金資産 25 102

その他 714 662

貸倒引当金 △65 △99

投資その他の資産合計 1,783 1,829

固定資産合計 14,979 14,479

資産合計 51,976 54,503
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,268 11,862

短期借入金 4,098 5,735

未払法人税等 805 523

賞与引当金 548 550

資産除去債務 0 7

その他 1,408 1,430

流動負債合計 18,130 20,109

固定負債   

長期借入金 18 －

繰延税金負債 139 20

退職給付引当金 6 52

役員退職慰労引当金 177 149

資産除去債務 174 150

その他 82 81

固定負債合計 599 453

負債合計 18,730 20,563

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,001 5,001

資本剰余金 5,137 5,137

利益剰余金 24,553 25,371

自己株式 △553 △548

株主資本合計 34,137 34,962

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 252 272

繰延ヘッジ損益 1 0

為替換算調整勘定 △1,688 △1,818

その他の包括利益累計額合計 △1,434 △1,544

少数株主持分 542 522

純資産合計 33,245 33,939

負債純資産合計 51,976 54,503
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(2) 連結損益及び包括利益計算書 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 78,989 78,644

売上原価 64,175 63,883

売上総利益 14,814 14,761

販売費及び一般管理費 12,951 13,208

営業利益 1,862 1,552

営業外収益   

受取利息 14 11

受取配当金 21 19

持分法による投資利益 17 11

その他 317 318

営業外収益合計 370 360

営業外費用   

支払利息 46 38

為替差損 68 73

その他 101 151

営業外費用合計 216 264

経常利益 2,017 1,648

特別利益   

固定資産売却益 419 172

事業譲渡益 20 －

特別利益合計 439 172

特別損失   

減損損失 78 50

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 51 －

特別損失合計 130 50

税金等調整前当期純利益 2,326 1,771

法人税、住民税及び事業税 918 705

法人税等調整額 51 △125

法人税等合計 970 580

少数株主損益調整前当期純利益 1,356 1,190

少数株主利益 70 63

当期純利益 1,286 1,127

少数株主利益 70 63

少数株主損益調整前当期純利益 1,356 1,190

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △20 20

繰延ヘッジ損益 3 △0

為替換算調整勘定 △406 △185

その他の包括利益合計 △424 △166

包括利益 932 1,024

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 865 1,016

少数株主に係る包括利益 66 7
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(3) 連結株主資本等変動計算書 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,001 5,001

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,001 5,001

資本剰余金   

当期首残高 5,137 5,137

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,137 5,137

利益剰余金   

当期首残高 23,581 24,553

当期変動額   

剰余金の配当 △308 △308

当期純利益 1,286 1,127

連結子会社の増加による利益剰余金の減少 △6 －

当期変動額合計 971 818

当期末残高 24,553 25,371

自己株式   

当期首残高 △552 △553

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自
己株式の増減

－ 5

当期変動額合計 △1 5

当期末残高 △553 △548

株主資本合計   

当期首残高 33,167 34,137

当期変動額   

剰余金の配当 △308 △308

当期純利益 1,286 1,127

自己株式の取得 △1 △0

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自
己株式の増減

－ 5

連結子会社の増加による利益剰余金の減少 △6 －

当期変動額合計 970 824

当期末残高 34,137 34,962
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 273 252

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20 20

当期変動額合計 △20 20

当期末残高 252 272

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △1 1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3 △0

当期変動額合計 3 △0

当期末残高 1 0

為替換算調整勘定   

当期首残高 △1,285 △1,688

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △403 △130

当期変動額合計 △403 △130

当期末残高 △1,688 △1,818

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △1,013 △1,434

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △420 △110

当期変動額合計 △420 △110

当期末残高 △1,434 △1,544

少数株主持分   

当期首残高 479 542

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 63 △19

当期変動額合計 63 △19

当期末残高 542 522

純資産合計   

当期首残高 32,632 33,245

当期変動額   

剰余金の配当 △308 △308

当期純利益 1,286 1,127

自己株式の取得 △1 △0

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己
株式の増減

－ 5

連結子会社の増加による利益剰余金の減少 △6 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △357 △130

当期変動額合計 613 693

当期末残高 33,245 33,939
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,326 1,771

減価償却費 1,348 1,838

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13 26

賞与引当金の増減額（△は減少） 16 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 45

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 △28

前払年金費用の増減額（△は増加） 84 49

持分法による投資損益（△は益） △17 △11

投資有価証券売却損益（△は益） 0 3

投資有価証券評価損益（△は益） 11 －

固定資産売却損益（△は益） △418 △172

減損損失 78 50

受取利息及び受取配当金 △35 △31

支払利息 46 38

為替差損益（△は益） 15 3

事業譲渡損益（△は益） △20 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 51 －

売上債権の増減額（△は増加） △211 △3,471

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,185 △239

仕入債務の増減額（△は減少） △59 678

未払消費税等の増減額（△は減少） △207 41

その他 45 324

小計 1,888 919

利息及び配当金の受取額 42 39

利息の支払額 △46 △38

法人税等の支払額 △219 △972

法人税等の還付額 28 5

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,694 △46
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △370 △271

定期預金の払戻による収入 350 241

有価証券の売却による収入 299 146

有価証券の取得による支出 △156 △391

投資有価証券の売却による収入 0 50

投資有価証券の取得による支出 △6 △7

有形固定資産の売却による収入 862 271

有形固定資産の取得による支出 △1,482 △1,178

無形固定資産の取得による支出 △258 △399

貸付金の回収による収入 75 94

貸付けによる支出 △136 △164

子会社株式の取得による支出 － △41

その他 11 △27

投資活動によるキャッシュ・フロー △812 △1,677

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 64 1,632

配当金の支払額 △308 △308

少数株主への配当金の支払額 △7 △2

リース債務の返済による支出 △170 △107

社債の償還による支出 △50 －

その他 △8 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △481 1,203

現金及び現金同等物に係る換算差額 △191 △89

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 209 △610

現金及び現金同等物の期首残高 2,931 3,198

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 57 －

現金及び現金同等物の期末残高 3,198 2,588
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該当事項はありません。 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１.連結の範囲に関する事項

   (1)連結子会社（16社）

トーブツテクノ㈱

㈱舟越製作所

テクノアソシエ・シンガポール

テクノアソシエ・タイ

Ｍ・Ｐ・Ｍ

科友香港

科友広州

科友上海

昆山東訊機電

科友大連

日星金属制品

嘉善科友盛科技

科友台湾

Ｔ・Ａ・アメリカ

テクノアソシエ・メキシコ

テクノアソシエ・チェコ  

 ㈱日本高分子工業研究所は、平成24年３月１日付でトーブツテクノ㈱と合併したこと

により、連結の範囲から除外しております。

   (2)非連結子会社（１社）

オーアイテック㈱

 非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲に含めておりません。

２.持分法の適用に関する事項

  (1)持分法適用の関連会社（１社）

大洋産業㈱

 安高金属工業㈱は、平成23年12月20日付で、株式の相互保有を解消したことにより、

持分法適用会社から除外しております。

   (2)持分法を適用していない非連結子会社（１社）

オーアイテック㈱

 持分法を適用していない非連結子会社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３.連結子会社の決算日等に関する事項

 連結子会社のうちテクノアソシエ・シンガポール、Ｔ・Ａ・アメリカ、テクノアソシ

エ・メキシコのそれぞれの決算日は２月末日であり、㈱舟越製作所、テクノアソシエ・

タイ、Ｍ・Ｐ・Ｍ、科友広州、科友上海、昆山東訊機電、科友大連、日星金属制品、嘉

善科友盛科技、科友台湾、テクノアソシエ・チェコの決算日は12月末日であります。

 連結財務諸表の作成に当たっては、各連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上、必要な

調整を行っております。

なお、上記「１.連結の範囲に関する事項」、「２.持分法の適用に関する事項」および「３.連結子会

社の決算日等に関する事項」以外は、最近の有価証券報告書（平成23年６月17日提出）における記載か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。
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当社は、従来、有形固定資産の工具、器具及び備品に含まれる金型については、定率法によって減価
償却を行ってきましたが、当連結会計年度より、生産高比例法に変更しております。この変更は、近
年、取引先納入部品用の金型が増加し、重要性が増していることから、金型の減価償却方法の見直しを
行った結果、当該金型代金相当額の取引条件（生産数量に応じて代金を回収）に対応させて減価償却を
行うことで、従来の減価償却方法によった場合と比較して、より適正な期間損益を算定することを目的
として変更したものであります。 
 これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利
益が258百万円それぞれ減少しております。 

 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 
当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用し
ております。 

・減損損失 

当社グループは、当連結会計年度において以下の資産について減損損失を計上しました。 

 
（減損損失の認識に至った経緯） 

旧彦根営業所については市場価額が帳簿価額と比較して著しく下落していること、旧徳庵寮につ
いては市場価額の下落により売却損の発生が見込まれたこと、旧久居営業所については取り壊しが
決定し、使用価値が見込めないことにより、減損損失を計上しております。 

（グルーピングの方法） 

当社グループは原則として事業本部を単位として資産のグルーピングを行っております。また、
遊休資産及び処分予定資産については、個々の物件単位でグルーピングを行っております。 

（回収可能価額の算定方法） 

旧彦根営業所については固定資産税評価額を基に算定した正味売却価額、旧徳庵寮については売
却予定価額を回収可能価額としております。また旧久居営業所については取り壊しが決定してお
り、回収可能価額を零としております。 
  

・固定資産売却益   

固定資産売却益の内容は、次のとおりです。 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

・会計方針の変更

・追加情報

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結損益及び包括利益計算書関係)

（単位：百万円）

場 所 用 途 種 類 減損損失

旧彦根営業所 

（滋賀県彦根市）
遊休資産

建物及び 

構築物
0

工具、器具 

及び備品
0

土地 9

小計 10

場 所 用 途 種 類 減損損失

旧徳庵寮 

（大阪府東大阪市）
処分予定資産 土地 10

小計 10

場 所 用 途 種 類 減損損失

旧久居営業所 

（三重県津市）
処分予定資産

建物及び 

構築物
29

小計 29

合計 50

旧横浜営業所 172百万円
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社及び関係会社（以下、当社グループ）の構成単位のうち分離された財

務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定

期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは市場分野別に５つの事業本部を置き、鋲螺商品及び非鉄金属素材を中心とした生産材

を販売しております。各事業本部は、取扱商品について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活

動を展開しているため、各事業本部の関連事業ごとに「情報通信関連事業」、「自動車関連事業」、

「電機・電子関連事業」、「住建・住設関連事業」、「産業機器関連事業」の５つを報告セグメントと

しております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高

は市場実勢価格に基づいております。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報 

 

(セグメント情報)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

連結財務
諸表計上

額 
(注)３

情報通信
関連事業

自動車 
関連事業

  電機・
電子関連
事業

  住建・
住設関連
事業

産業機器
関連事業

小計

売上高

 外部顧客への売上高 11,295 20,357 23,310 14,606 8,845 78,413 231 78,644 ― 78,644

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― 2,456 2,456 △2,456 ―

計 11,295 20,357 23,310 14,606 8,845 78,413 2,687 81,100 △2,456 78,644

セグメント利益又は 
損失(△)

285 543 649 501 △24 1,954 △104 1,850 △202 1,648

セグメント資産 6,055 12,539 14,635 9,672 5,148 48,052 1,026 49,079 5,423 54,503

その他の項目

 減価償却費 631 279 253 184 123 1,472 19 1,492 346 1,838

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の 
 増加額

566 308 207 115 83 1,281 14 1,295 272 1,567

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない国際部を含んでおります。

２ 調整額は、以下の通りであります。

(１)セグメント利益又は損失の調整額△202百万円には、各報告セグメントに配分していない本社費用等102百

万円、外形標準課税に対する引当等△304百万円の決算調整が含まれております。

(２)セグメント資産の調整額5,423百万円には、各報告セグメントに配分していない本社資産6,103百万円、セ

グメント間消去△679百万円の決算調整が含まれております。

(３)減価償却費の調整額346百万円は、各報告セグメントに配分していない本社費用であります。

(４)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額272百万円は、各報告セグメントに配分していない本社

資産であります。

３ セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。
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(注)  １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

２．１株当たり純資産額の算定の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

３．１株当たり当期純利益金額の算定の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 1,6 9 7円22銭 １株当たり純資産額 1,7 3 3円68銭

１株当たり当期純利益金額 66円75銭 １株当たり当期純利益金額 58円51銭

前連結会計年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

 純資産の部の合計額（百万円） 33, 2 4 5 3 3 , 9 3 9

 普通株式に係る純資産額（百万円） 32, 7 0 3 3 3 , 4 1 7

 差額の主な内訳（百万円）

  少数株主持分 542 5 2 2

 普通株式の発行済株式数（千株） 20, 0 3 6 2 0 , 0 3 6

 普通株式の自己株式数（千株） 767 7 6 1

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た普通株式の数（千株）
19, 2 6 8 1 9 , 2 7 5

前連結会計年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

 当期純利益（百万円） 1,2 8 6 1 , 1 2 7

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,2 8 6 1 , 1 2 7

 普通株式の期中平均株式数（千株） 19, 2 6 9 1 9 , 2 7 0

(重要な後発事象)
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５．その他 

 役員の異動（平成 24 年 6 月 21 日付） 

 

（１）代表者の異動 

 該当事項はありません。 

 

 （２）新任取締役候補者 

   該当事項はありません。 

 

 （３）新任監査役候補者 

   該当事項はありません。 

 

 （４）退任予定取締役 

   該当事項はありません。 

 

 （５）退任予定監査役 

   該当事項はありません。 

 

 （６）役付役員の異動 

 

専務取締役 

海外関係特命事項、人事総務部、 

経営企画室、国際部統轄 

台湾科友貿易（股）有限公司 董事長 

髙
たか

島
しま

 敏
とし

勲
のり

 現 常務取締役  

  海外事業統轄、人事総務部、 

  経営企画室、国際部統轄 

  台湾科友貿易（股）有限公司 董事長
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